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１ 背景１．背景

ー 将来の航空交通システムの必要性 ー



P2１．背景 「将来の航空交通システムの構築」の必要性

我が国の航空をとりまく状況

アジアの経済成長地球温暖化少子長寿化

我 国 航空を りまく状況

国際競争力向上観光立国

我が国の持続可能な経済成長

より多くの、より自由なヒト・モノの移動

経済活動の高速化・グローバル化にともない 航空は経済社会の

国内・国際の航空サービスの量的・質的な向上が必要

経済活動の高速化・グローバル化にともない、航空は経済社会の
活性化・国際競争力向上のための戦略的基盤

国内 国際の航空サ ビスの量的 質的な向上が必要

現行システムの課題
処理容量を超過した交通量による遅延

国際動向
・ICAOが2025年を目指したATM運用概念を策定

（首都圏を中心とした航空ネットワークの拡充、LCCの育成、小型化・多頻度化）

・処理容量を超過した交通量による遅延
・空域や経路の固定的な運用による運航への
制約

・管制官・パイロットの業務負荷増大 等

・ICAOが2025年を目指したATM運用概念を策定
・欧米でそれぞれ航空交通システムに関する
長期計画を策定（米： NextGen、欧：SESAR)

・世界的に調和のとれたシームレスな将来の航

戦略的な航空交通システムへの変革が必要

管制官 イ ッ 業務負荷増大 等
空交通システムの構築が必要。



P3１．背景 国際的相互運用性の確保

国際民間航空機関
２００３年にATM運用概念をまとめ、２０２５年の将来ビジョンを提示。平成１９年のICAO
総会においても、ATM運用概念を指針として、地域及び国、産業界において実施計画の
策定及び必要な研究開発等を促進することを継続して要請

国際民間航空機関

２００８年９月に、将来の航空交通に関するフォーラムを開催し、将来システムの構築に
当たって、ICAOの枠組みの下、世界的な協調の重要性を強調

各国の対応

【SESAR: Single European Sky ATM Research】【Next Gen: Next Generation Air Transportation System】

各国の対応

米国（Next Gen) 欧州（SESAR)

2020年の欧州の交通量（現在の２倍を予測）に対応する

ため、欧州委員会、ﾕｰﾛｺﾝﾄﾛｰﾙなどの政府・管制機関
（37ヶ国）、並びにエアバスなどの産業界（約30社）が連

2025年頃の航空交通（現在の2倍を予測）に対応する航
空交通システムのあり方を検討するため、米国大統領と
議会の指示により、2004年に連邦航空局（FAA)、航空
宇宙局（NASA） 国防省 国土安全保障省等の７つの （37ヶ国）、並びにエアバスなどの産業界（約30社）が連

携して、欧州の航空交通システムのあり方を検討する一
大プロジェクト

2008年に将来像（ATMマスタープラン）を策定

宇宙局（NASA）、国防省、国土安全保障省等の７つの
省庁により共同組織を設立

共同組織では、産学官連携した検討を進めるため、ボー
イングなどの航空機製造会社、航空会社などの産業界
からも約200名が参加 2008年に将来像（ATMマスタ プラン）を策定からも約200名が参加

2008年に将来像を策定

ＩＣＡＯのＡＴＭ運用概念を基本としつつ、欧米の計画等と調和した国際的な相互運用性を確保



P4

２．将来の航空交通システムの構築に
当たっての基本的な考え方当たっての基本的な考え方

ー 我が国の航空交通の運用実態・運用環境やニーズの特徴 ー



P5
２．将来の航空交通システムの構築に当たっての基本的な考え方

我が国の航空交通の実態・運用環境やニーズの特徴 （その１）

航空交通が空域や運用に制約の多い首都圏に集中
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百里空域

横田空域
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○３～４本の滑走路を使用し、他滑走路に離発着する航空機の間隙を
縫って離発着

西日本方面

アジア方面

東京管制部・中間空域

２２機／時

１８機／時

Ｄ滑走路着陸機の着陸を
確認後に離陸許可

２２機／時

１８機／時

Ｄ滑走路着陸機の着陸を
確認後に離陸許可

○羽田空域へ繋がる関東南セクター等の混雑
が著しい

縫って離発着
○騒音軽減を図るため、出発・到着の経路については可能な限り陸域
を避けて設定

○横田・百里空域に囲まれた複雑な空域運用

航空以外の高速交通機関の発達 山岳地形 都市部の騒音回避

首都圏域における処理容量の拡大が急務

航空以外の高速交通機関の発達 山岳地形、都市部の騒音回避

新幹線ネットワーク

無線施設

都市部の
騒音

山岳地形

空港
＝ 地上の無線施設
＝ 航空路

＝出発経路

＝到着経路

航空に求められる利便性の水準が高い 出発・進入ルート設定に制約、地形の影響により低高度空域での通信・レーダー覆域の確保が困難
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レーダーや地上無線施設の充実 世界に先駆け航空衛星を整備

２．将来の航空交通システムの構築に当たっての基本的な考え方
我が国の航空交通の実態・運用環境やニーズの特徴 （その２）
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①通信機能(AMSS)：

衛星データリンクによる

レ ダ や地上無線施設の充実 世界に先駆け航空衛星を整備
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②監視機能(ADS)：

自動的に航空機から伝送さ

れる位置情報により監視丈
島箱根

ARSR

三河
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③航法機能(GNSS)：

衛星による全地球的航法凡 例

レーダー覆域(15,000ft）

レーダー覆域(30,000ft）

二重化レ ダ 覆域(15 000ft）平成20年4月1日現在ARSRARSR 二重化レーダー覆域(15,000ft）

隣接国との経済・技術水準の違い自衛隊・米軍の訓練空域が多数存在

既に日本全土をカバーしている状況 航空衛星の安定的運用を実現

○ シームレスなRNAV経路の設定がで
きない

○システムを利用した管制移管情報の
授受ができない
○使用高度単位が異なるFIR間で効率

自 隊高高 練

○使用高度単位が異なるFIR間で効率
的な高度利用ができない

自衛隊高高度訓練試験空域

米軍制限空域

空域に制約 隣接FIRとの一体的な運用が不十分
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２．将来の航空交通システムの構築に当たっての基本的な考え方

我が国の航空交通の実態・運用環境やニーズの特徴 （その３）

ジ 北米間 上空通過機が多アジア－北米間の上空通過機が多い

アンカレッジ
国際航空交通流国際航空交通流

50
N

アンカレッジ
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ヨーロッパ／ロシア

アンカレッジ
米国東海岸

中国FIR／台北FIRと福岡FIRをまたぐ航空交通量
（上空通過機及び国内空港出発機の便数）
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FIRKoreaChina

Narita
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Total

およそ460 便／日

合計

FUKUOKA FIR

Kansai

Shanghai
およそ180 便／日

およそ210 便／日
（台北経由）

出典：航空局管制保安部調べ

今後も益々増加する傾向にある
140ESouth East Asia  
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３．現行の航空交通システムにおける課題

ー ＡＴＭ分野 及び ＣＮＳ分野 ー
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～

３．現行の航空交通システムの課題 （１） ＡＴＭ分野 【空域管理】

固定的空域及び経路による交通流の集中（例）

現行の課題

【国内空域】

•固定的な空域分割及び経路構成による運
–
–

～

改 善
中国、韓国行きの交通流
（上空通過機、国内空港
出発機）が合流

処理容量を超え

特定のセクターや経路への
集中を回避し、空域全体で
航空交通を分散させ、

用が原則。

•特定の空域・時間帯に交通流が集中する
傾向があり、交通量が管制処理容量を超過
する状況が発生

集中

処理容量を超え
る交通量の発生

空域の処理容量を拡大する。
する状況が発生。

出発空港における遅延、迂回運航等により、
効率的で円滑な運航が十分に確保できてい
ない。

効 果

シームレスな航空交通の実現 訓練空域の動的運用

【国際航空路】
•近隣諸国との間でATMシステムの構築が
連携して行われていない。

従来経路

固定的運用 使用時間、形状を
動的に運用

×
○

（例）アジアにおけるRNAVの導入促進

訓練空域の動的運用

シームレスな運航が実現できていない。

【訓練空域】
•訓練空域の情報共有が不十分。

RNAV経路

一環したRNAV ○訓練空域の情報共有が不十分。

•訓練空域の有効活用に制約。

【小型機】

⇒ ｱｼﾞｱ太平洋地域における容
量拡大、燃料消費量・CO2削減

一環したRNAV

⇒ 空域容量の拡大 円滑な交通流の形成

訓練使用中×

【小型機】
小型航空機等の特性を考慮した経路設定
が十分でない。

⇒ 空域容量の拡大、円滑な交通流の形成、
燃料消費量・CO2削減、 遅延最小化（例）国際的なレーダーハンドオフ（管制移管）の

導入促進



P10
３．現行の航空交通システムの課題 （１） ＡＴＭ分野 【航空交通流管理】

将来交通量が増加すると、
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出発待機や迂回ルートの調整により交通
流制御を実施。
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需要が１ ５倍にな た場合のセクタ 負荷率

交通流制御実施回数（2006・2007年平均）の上位エリア

H18 H19 平均
東京 671 710 691

セクター／空港名

需要が１．５倍になった場合のセクター負荷率
・交通流制御の実施回数は年々増加。

交通流制御の実施エリア

関東北

４３

上越

東京 RJTT 671 710 691
関東南A T09 280 248 264

G585 G585 311 156
成田 RJAA 98 128 113
上越 T01 137 46 92
紀伊 T17 87 47 67

中国南 F02 43 88 66
中国高 F11 39 74 57
関東西 T12 40 69 55

A1/B576 A1 2 89 46
近畿西 T21 4 85 45
関東北 T03 29 56 43

９２

・現行の交通流制御の方法では、利用者
の利便性、運航の効率性を十分に確保で
きない

成田空港関東西

中国高高度
５５

６９１

４３

１１３

航空路 Ｇ５８５ 近畿西

４５

５７

１５６

きない。

羽田空港

関東南A紀伊

中国南 ２６４

６７

航空路 Ａ１

４６ ６６
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３．現行の航空交通システムの課題 （１） ＡＴＭ分野 【航空管制】

交通量 増加 伴う管制

現行の課題

【音声による制約】

交通量の増加に伴う管制
通信量の増加

⇒管制作業負荷の増加

Roger, ABC001, fly heading 130, 
descend and maintain flight level 160.

針路130
・管制許可・指示等の管制通信及び情報
の提供・取得が音声通信中心であるため、
時間当たりの情報交換量に限度があり、
処理能力拡大の障壁となっている。

ABC001 fl h di 120 f i

処理能力拡大の障壁
高度変更要求したい
んだけど、なかなか割
り込めないなぁ

音声通信の煩雑さ

針路130
高度160
セット！

・音声通信では言い間違い・聴き間違いと
いったヒューマンエラーを完全に防止する
ことは不可能であるとともに、管制官・パイ
ロット双方の業務負荷が高い

ABC001, fly heading 120 for spacing, 
descend and maintain flight level 160.

ヒューマンエラーの誘発針路の復唱が
間違ってるよ・・・

音声通信の煩雑さ

ロット双方の業務負荷が高い。

【地上／機上の統合的な運用】
・管制官及び地上管制システムでは機上
側が保持している情報を有していないた

空港は少し混雑している
みたいだけど、天候は悪く側 保 情報 有

め、時として効率的でない運航を強いたり、
管制官の経験に依存した管制処理を行っ
ている。

パイ ト及び機上装置は 地上側が保

ない。周りの航空機も少な
いな。燃費のいい高度で
飛びたいんだけど。

空港の混雑で空中待機がDESCEND!

地上・機上の連携不足

DESCEND NOW?

・パイロット及び機上装置は、地上側が保
持している情報を有していないため、全体
としての処理能力確保や効率的運航のた
めに協力すべき事項を判断できない。

港 混雑 中待機
発生しそうだ。早めに到着
機の高度を下げて空中待
機に備えよう。

DESCEND!航空機の効率的な運航
や円滑な全体交通流の
形成を阻害

REQUEST!

なかなか出発できな
いけど、上空は混雑
してるのかな。
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現在の航空交通システムの課題 （１）ＡＴＭ分野 【空港の運用】

情報共有 に 滞留 混雑
現行の課題

・管制官、航空会社等関係者間での情

出発の順番を待つ航空機出発の順番を待つ航空機

管制塔

パイロット

情報共有不足による滞留・混雑

報共有が十分でないため、滑走路手
前における出発機の行列、到着や出
発機の運航状況とスポット使用状況の
不整合により地上交通の滞留が発生
し 効率的な運用が阻害されている

情報共有
の欠如

混雑する駐機スポット
し、効率的な運用が阻害されている。

・低視程時においては、管制塔におけ
る空港面の監視能力が低下し、地上

航空会社
（運航者）航空交通

管理センター

の欠如

交通の状況に応じた対応が難しくなる。

・パイロットは、滑走路・誘導路、駐機
スポット等の位置確認を目視に頼って

夜 降 時 れ 位

管理センタ

空港管理者

管制塔における監視能力の限界 目視に頼るパイロット

おり、夜間や降雨時にはそれらの位置
や周囲の地上交通の状況を把握しにく
くなることから、円滑な地上走行が難し
くなる。

【従来の空港面探知レーダー】

空港面探知
レーダー

▼降雨により監視性能が劣化
▼車両の位置把握が困難

▼降雨等により状況の把握困難
▼低視程が円滑な地上走行に影響
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３．現行の航空交通システムの課題 （１）ＡＴＭ分野 【情報サービス】

悪天候時の交通流イメ ジ
現行の課題

・ATMプロバイダー（ATMセンター、管制機
関、空港管理者など）と空域ユーザー（航空

悪天候時の交通流イメージ

関、空港管理者など）と空域ユ ザ （航空
会社、自衛隊、米軍等）における適時の情
報共有が部分的

関係者が有する情報（概要）
【航空交通管理センター】
交通量 流 現況 予測情報

目的空港の天候回
復したようだ。出発
待機？この先の混
雑状況は？

遅れてるからショー
トカットを要求しよう

この先の混雑状
況は？

-交通量・流の現況・予測情報
-気象予測情報
-交通流制御の計画
【管制機関】
-自管制機関の交通現況
-悪天候の現況及び予測情報 ・天候は回復傾向にあるな ・まだ、天候は回復していないん ・天候が回復した！空港は混雑し・天候が回復したからこの先はス

ズ
悪天候の現況及び予測情報

【航空会社】
-自社便の遅延情報
-欠航、スケジュール変更等の運航計画
【パイロット】
-運航管理セクション、管制機関からの情報
自機周辺の気象・交通状況

・空中待機が解消しはじめるから、
タイミングを図って出発させよう。

だろうな

・何機か離陸してるようだけど、も
う待機できないよ！

てないから、全国の出発機の準
備を急がせよう
・○○便はどこにいるんだろう？

ムーズに飛行できそうだ

・天候が回復したのに何故出発
できないんだろう

航空交通管理センター 管制機関 航空会社（運航者）パイロット

-自機周辺の気象・交通状況
【自衛隊・米軍】
-訓練・試験空域使用計画
-哨戒飛行、ALTRV（空域留保）計画

将来
・必要なデータの一元管理
・統計処理機能

整合性に欠ける意思決定

運航実績に関する記録が限定的

現状
・蓄積データが限定的

・データが各システム
に分散して蓄積

実績の分析と評価

欧米における分析・評価の実例
・安全性（航空事故数、管制間隔欠如件数）

・容量（交通量と遅延、空港の交通量）

・効率性（飛行経路の延伸距離、定時到着率）

運用改善のための解析・評価に限界

に分散して蓄積
・手作業による集計 多面的、定量的な評価を実施

関係者間の共通認識の促進
評価に基づく改善計画の策定

効率性（飛行経路の延伸距離、定時到着率）

・予測性（出発・到着時刻偏差）

・費用効果（飛行距離あたりの管制経費）

・環境（ガス排出率、騒音影響人口）
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３．現行の航空交通システムの課題 （２） ＣＮＳ分野 【通信】

通信輻輳時に作業効率が低下 コミュニケーション齟齬のおそれ

セクター毎に異なる周波数を使用セクター毎に異なる周波数を使用

ヒューマンエラーの誘発ヒューマンエラーの誘発

通信輻輳時に作業効率が低下 コミュニケ ション齟齬のおそれ

周波数利用効率が悪い周波数利用効率が悪い

言い間違い、聞き間違い
が発生する可能性

一度に交信できるのは１機だけ一度に交信できるのは１機だけ
が発生する可能性

空対地の通信容量が小さい 地上間通信速度が遅い

機上装置が生成する情報等機上装置が生成する情報等

高度な管制支援ツールが生成する高度な管制支援ツールが生成する

データ等データ等

・現在の国際航空固定通信網・現在の国際航空固定通信網
(AFTN)(AFTN)はは、文字ベースの情報、文字ベースの情報

・転送・転送速度や最終送達確認が出来速度や最終送達確認が出来
な など 課題な など 課題

機上装置が生成する情報等機上装置が生成する情報等
ないなどの課題ないなどの課題

AA B, C, F

G
E, D

A B G C C F D

G, C, F

B, A, E

G

各国の
AFTN
通信局

送信ルート

GG
CCA, B, E

BB
A, E, D

AA B, C, F

G
E, D

A B G C C F D

G, C, F

B, A, E

G

各国の
AFTN
通信局

送信ルート

GG
CCA, B, E

BB
A, E, D

AMHS Islands

論理回線

AMHS
CC

AMHS
GG

AMHS
AA

AMHS Islands

論理回線

AMHS
CC

AMHS
GG

AMHS
AA

大量の情報を
迅速に伝送できない

EE

A, B, G, C

D, F

E, A, G, B
C, F

C, F, D

C, B, G

A, E, D

F, D

DD FF

EE

A, B, G, C

D, F

E, A, G, B
C, F

C, F, D

C, B, G

A, E, D

F, D

DD FF
AMHS

FF

GG

AMHS
DD

AMHS
EE

AMHS
FF

GG

AMHS
DD

AMHS
EE
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３．現行の航空交通システムの課題 （２） ＣＮＳ分野 【航法】

運航の効率性 空港の就航率

視程
24%

欠航の要因として視程不良が約欠航の要因として視程不良が約44分分
の１を占めている。の１を占めている。
地形や用地の関係により精密地形や用地の関係により精密進入を進入を

飛行経路が地上施
設の位置に依存する
ことや航法精度の不

曲線進入の実現や
更なる経路間隔の

短縮が必要

運航の効率性 空港の就航率

風
6%

滑走路状態
1%

機材繰り、機材
故障等
62%

設定設定できる滑走路が限定的。できる滑走路が限定的。※足等による非効率な
経路設定

短縮が必要

VOR/DME

ILS

台風
7%

地形や用地の制約を受け
にくい精密進入を実現する

技術が必要

※公共の用に供する空港（97空港）の全滑走路方向のうち、ILSのCAT-1相当以上の
精密進入設定率は約41%（全滑走路方向207本中 ILS設置滑走路数85本）

欠航の要因別割合

VOR/DME 精密進入設定率は約41%（全滑走路方向207本中、ILS設置滑走路数85本）

安全性

降下と水平飛行を繰り返す進入
（非精密進入）

CFIT事故防止の観点から垂直誘導に基
づく安定した降下・進入が必要

CFIT

CFIT：Controlled Flight into Terrainの略で、操縦士の判断ミスなどにより地表や障害物に衝突する事故
ICAO決議により2016年までに全滑走路方向にBaro-VNAV、又は／及び衛星航法によるAPV1の設定を勧告
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３．現行の航空交通システムの課題 （２） ＣＮＳ分野 【監視】

レーダー覆域外 空港面の監視能力

【従来の空港面探知レーダー】

既存のレーダーサイト

レ ダ 覆域外 空港面の監視能力

▼ビル陰などレーダーの届かないエリアが存在
▼降雨により監視性能が劣化

航 グ 管 官が

有視界飛行機

空港への着陸機

表示例

▼航空機の識別用タグ付けを管制官が手動で行う必要
空港への着陸機

▼山陰などレーダー覆域外が存在
▼特に低高度では覆域が地形に依存

航空機動態監視情報 機上監視能力

▼高度情報等の入手周期はレー
ダー空中線の回転速度に依存（4秒

（ﾀｰﾐﾅﾙ)、10秒（ｴﾝﾙｰﾄ)）

▼選択高度、針路、
対気速度、昇降率
等は音声通信で要
求、入手する。

▼自機周辺の交通
（航空機）情報は、
管制官からの情報

CAB０１５
２７０Ａ
Ｂ７３

航空機位置

便名
高度情報

航空機型式

管制官からの情報
提供とパイロットの
目視に依存

航空機位置

予測進行方向

現レーダーの表示例
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1/2

３．現行の航空交通システムの課題 （２） ＣＮＳ分野 【情報処理システム】

【情報源】

これまでの管制情報処理シス
テムは個別に構築されてきた【管制情報処理システム】

【情報源】
飛行計画処理

【管制情報処理システム】

【管 】

ターミナル・飛行場処理ターミナル・飛行場処理 航空路処理航空路処理

【管制卓】

福岡進入管制区 東京進入管制区

管制区

個別の構築では実現困難

ＨＭＩの統一化が困難ＨＭＩの統一化が困難 更なる管制支援機能の向上が困難更なる管制支援機能の向上が困難 信頼性・継続性の確保が困難信頼性・継続性の確保が困難

個別の構築では実現困難

飛行場
ターミナルレーダー航空路

障害発生時において、関連システム
と整合のとれた迅速な復旧が困難

飛行場
管制卓

タ ミナルレ ダ
管制卓

航空路
管制卓 Gate to Gateでの軌道ベース運航の実現の

ための管制支援機能の高度化が困難

と整合のとれた迅速な復旧が困難
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４．将来の航空交通システムの４．将来の航空交通システムの
目指すべき目標

ー 具体的数値目標を設定 ー



P19
４．目指すべき目標 (1)安全性の向上 ①航空事故・トラブルの発生状況

航空事故 発生状況 重大イ シデ ト発生件数

36 36
35

35.6

40

超軽量動力機・滑空機等

小型機・ヘリコプター

12

因
）

ニアミス
滑走路誤進入

航空事故の発生状況 重大インシデント発生件数

30

28 28 28

35

27

30

24.2
24.8

26.0

29.6
28.6

31.631.632.0
31.2

30.0

31.6

25

30

35 大型機

系列5

平均事故件数（５年平均）

2

1
3

6
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件
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保

安
シ

ス
テ

ム
に

起
因 滑走路誤進入

その他

オーバーラン／滑走路逸脱等
航空機材故障等

H15

H17

H19

大
イ

ン
シ

デ
ン

ト
件

数
管

制
業

務
等
に

起
因

）

21

18 18

23
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21.8

24.2
25.8

15
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航
空

事
故

件
数

（
件

）

1

4
5

3 3

2

4

1
3

2

5

-3

0

3

（暦年）
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大
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航
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保

H13
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H16
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数
以

外
）

重
大

（
管

ン
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件
数
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外

に
起

因
）

5

10
10

91

5

1

3

1

-9

-66

9

重
大

イ
ン

シ
デ

ン
（

航
空

保
安

シ
ス

テ
ム

重
大

イ
ン

シ
デ

ン
（

管
制
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務

等
関

連
以

0

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19
（歴年）出典：航空・鉄道事故調査委員会資料

1
1

-1212

○航空交通量が増大しているにも関わらず、管制業務等に
係る航空事故は殆ど発生しておらず、平成13 年に１件発生
しているのみである。なお、昭和61 年以来本邦航空会社の

○管制業務等に起因する重大インシデントとして、
ニアミス及び滑走路誤進入がある。特に滑走路誤
進入は近年相次いで発生しており、ヒューマンエ

対策が必要とな る乗客の死亡事故は発生していない。 ラー対策が必要となっている。
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４．目指すべき目標 (1)安全性の向上 ②ヒューマンエラー対策の必要性

・基本に立ち戻った原因探索のモデル

・事故防止に繋がる様々なバリアを整理、不適切なバリ
アの排除

・複数の人による共同作業では 個人の振る舞いに存在

ヒューマンエラー対策

管制官への支援機能将来的に・複数の人による共同作業では、個人の振る舞いに存在
する揺らぎの組合せにより機能共鳴が発生、結果的に
チームあるいは組織的なエラーにつながる。

＊｢ヒューマンファクターと事故防止｣ “当たり前“の重なりが事故を起こす
エリック・ホルナゲル著、小松原明哲監訳より

管制官 の支援機能

パイロットへの支援機能

将来的に
は監視・モ
ニタ業務が

主流

＊人間と機械の役割を明確にした上でシステムの自動化などを図る。

（例）（例）

【ＲＷＳＬ：滑走路状態表示灯システム】
滑走路入口灯 （REL) ：滑走路誤進入の防止

パイロットへの視覚的支援

ヒューマンエラー学、ヒューマンエラーは、なぜ起こる？どう防ぐ？
産業技術総合研究所 デジタルヒューマン研究センター研究員 中田 亨

滑走路上に離着陸中の
航空機があり、滑走路
へ進入できない状態で
あることを灯火点灯によ
り、パイロットへ伝達

産 技 研究所 研究 研究員
http://staff.aist.go.jp/toru-nakata/humanerror.html より

ヒューマンエラーを無くすことは不可能

離陸待機灯 (THL) ：誤出発の防止

前方に滑走路横断機が
あり、離陸できない状態
であることを灯火点灯にあ を灯火点灯
よりパイロットへ伝達

抜本的原因分析を継続。ヒューマンエラーに関する更なる
研究を行うとともにリスクをより軽減させる施策が必要。
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事後対応から事前予防対応へ

航空保安業務に安全管理システム（ＳＭＳ）を導入し 事前にリスクを予見し 対策・評価できる事前予防的

４．(1)安全性の向上 ③安全管理システム（ＳＭＳ）の導入

航空保安業務に安全管理システム（ＳＭＳ）を導入し、事前にリスクを予見し、対策・評価できる事前予防的
な体制を構築している。

航空保安業務において、安全管理システム（SMS）を４管制部、主要空港へ導入
し全空港に展開

国際民間航空機関（ICAO）が、以下の分野で
し全空港に展開。

情報の共有化
A空港で発生したものはＢ空港でも発生する可能性

国際民間航空機関（ICAO）が、以下の分野で
安全管理システム（SMS）を導入することを
標準化（2006年11月23日発効）

・航空機の運航と整備（ICAO第６付属書）

航空保安業務（同第11付属書）

フィードバック
安全情報収集

※不具合事例報告を促進

する非懲罰的環境づくり各航空官署

安全管理システム（SMS：Safety Management System）とは

・航空保安業務（同第11付属書）
・飛行場運用（同第14付属書）

フィ ドバック

リスクの評価

リスク低減の基本
・技術(Technology)

ハザード（危険因子）の特定

安全管理システム（SMS：Safety Management System）とは
安全に対する方針・目標を明確にし、目標達成のための
管理計画を立案・実施し、その状況を監視し、必要な措置を
講じていくという系統だった包括的な管理手法

PA

安全性の向上

リスクの評価
・リスクの発生確率 ・重大性

技術(Technology)
・教育・訓練(Training)
・規則・運用方式

(Regulation)

実施対策の監視 安全対策の立案

安全対策の実施

DC
安全管理
規程等

最高責任者

全ての
現場職員

事前予防的な安全対策の実現



P22４．(1)安全性の向上 ④小型機の安全性・利便性

社会的ニーズの高まり依然として高い事故割合
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社会的ニ ズの高まり依然として高い事故割合
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きめ細かな気象情報提供

0

1,000

2,000

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

火災 救助 救急 その他

0

1,000

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

北海道 福島県 埼玉県 千葉県 神奈川県

長野県 静岡県 愛知県 大阪府 和歌山県

岡山県 福岡県 長崎県

0

5

10

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

（歴年）出典：航空・鉄道事故調査委員会資料

衛星航法の活用

〔消防防災ヘリコプターの出動件数〕 〔ドクターヘリコプターによる搬送件数〕

365日・24時間 運航を可能とする環境が必要
小型機航空機は殆どがVFR運航
であり、人間の目視判断に依存

MTSAT

（例）ポイントインスペース

現在の小型機の運航環境

既存の航空路の最低経路高度が高い

○機内与圧をしていない小型機は
高々度での運航が困難

○着氷気象条件においてヘリコプ
ター運航は困難

VFR運航IFR運航

GPSGP
S

現在の小型機の運航環境

VFR運航IFR運航

ＲＮＰ経路

低高度は地形の影響により地上施設の
電波が届かない

ヘリポートには航空保安無線施設や対
空通信施設がなくIFR運航ができない

小型機は速度が遅く混雑空港では他
の交通流に影響を及ぼしかねない
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４．目指すべき目標 (1)安全性の向上

⑤業務の継続性の向上・セキュリティの確保

業務の継続性の向上業務の継続性の向上

大規模災害時等への備え

バ プ機能 充実 多重

● 被災時でも全国的な航空交通ネットワークの確保に必要となる航空路管制
業務等の継続を可能とする体制を構築。

バックアップ機能の充実・多重化

航空路管制業務
（札幌航空交通管制部）

東京管制部
（埼玉県所沢市）

４管制部及び航空交通管理センターの
交通流制御等の機能も代替

洋上管制業務
（航空交通管理センター）

航空路管制業務
（東京航空交通管制部） 国際対空通信業務

（成田空港事務所）

SDECC
航空路管制業務

（福岡航空交通管制部）

航空路管制業務

札幌管制部
（北海道札幌市）

福岡管制部
（福岡県福岡市）

航空路管制
業務等の継続

被 災 SDECC

※※ 管制部間相互管制部間相互

セキュリティの確保

航空路管制業務
（那覇航空交通管制部）那覇管制部

（沖縄県那覇市）

※※ 管制部間相互管制部間相互
にも移駐にも移駐

体 機能

航空交通システム全体の脆弱性の克服

施設への侵入防止

セキュリティの確保

Communications

【航空衛星通信】

①通信機能(AMSS)：

衛星データリンクによる管制官とパイ
ロットの直接通信

一体化したシステムとして機能

施設への侵入防止

情報システムへの侵入防止

電波干渉防止

過去の事例として、
外来波により、レー
ダーにノイズが混入
するとともに近傍の
ＤＭＥ装置が停止
するなどの影響が
あった

Navigation

③航法機能(ＧＮＳＳ)：

衛星による全地球的航法
②監視機能(ADS)：

自動的に航空機から伝送された位置
情報により監視

電波干渉防止

テロ対策 （緊急事態時の体制を整備）

あった。

Surveillance

【統合型管制情報処理システム】

一体化したシステムに脆弱性があると全
てに影響を与えるおそれがある
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４．目指すべき目標 (1)安全性の向上 ⑥数値目標と指標例

数値目標

航空交通システムに関する安全性を５倍に向上

数値目標

【考え方】

交通量が１．５倍に増加する中、管制業務等に起因する事故及び重大インシデントの発生件数を限りなくゼロに近づけるた
めには １ ５×１ ５×２（半減）≒５倍の航空交通システムに関する安全性の向上が必要めには、１．５×１．５×２（半減）≒５倍の航空交通システムに関する安全性の向上が必要。

【指標例】
①飛行回数あたりの管制業務等に起因する事故及び重大インシデントの発生件数

（※）管制業務に起因するものとしては ニアミス 滑走路誤進入等（※）管制業務に起因するものとしては、ニアミス、滑走路誤進入等

→ （ＳＥＳＡＲと類似の考え方により）交通量がｘ倍に増加すると、事故等の発生確率はｘの２乗で増加することから、交通
量が１．５倍に増加する中、①の発生件数を現状維持とすれば、１．５×１．５＝２．２５倍、また、現状値の１／２とす
れば １ ５×１ ５×２≒５倍の安全性の向上と言えるれば、１．５×１．５×２≒５倍の安全性の向上と言える。

②飛行回数当たりのＴＣＡＳ（航空機衝突防止装置）のＲＡ（回避指示）発生件数
（※）正常な管制指示を行っているにも拘わらずＲＡが発生する事例があることから、ＲＡの発生理由について分析が必要。

【定性的評価】
①小型航空機に適したＩＦＲ環境の整備状況 → 小型機の安全対策として定性的に分析
②ヒューマンエラー防止策の定性的評価 →  システムによる自動化など、実施したヒューマンエラー対策を説明
③世界的にトップクラスの安全性の確保 → 航空交通システムの安全性について 国際比較（比較方法は要検討）③世界的にトップクラスの安全性の確保 → 航空交通システムの安全性について、国際比較（比較方法は要検討）



P25
４．目指すべき目標 (2)航空交通量の増大への対応 ①今後の需要予測

我が国の年間飛行回数は過去15年で２倍程度の伸び。今後の需要予測は 羽田再拡張等を踏まえ 2017年には33％

2000 16000
国内線、国際線の年間飛行回数の需要予測（暫定値）及び管制官等数推移

我が国の年間飛行回数は過去15年で２倍程度の伸び。今後の需要予測は、羽田再拡張等を踏まえ、2017年には33％
増加（対2005年値）する見込み。一方、行政の減量効率化の観点から管制官等数は頭打ちになっている。

1768
（296）1637

（274）1542
（258）

13991600

1800
14000

223

270

実績値 予測値

33%増加

参考値2005年～2017年平均増加率
（予測）
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管
制

官

国内線※１※２

1997年（4424人）をピークに横ばい
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4315
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200
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※ （ ）内は1990年を100とした値
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管制官等数※４

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 20302012 2017 2022 2027

※１ 羽田、成田の容量制約がある場合の需要予測の暫定結果。2022、2027年は参考値。

※２ 国内線飛行回数は第９回航空分科会国内線発着回数の需要予測値の半数として計算。
※３ 上空通過機数は、1997年より実績を取っている。

※４ 管制官等数とは、航空管制官、航空管制運航情報官、航空管制技術官の数。

（年）

出典：航空局管制保安部調べ
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４．目指すべき目標 (2)航空交通量の増大への対応 ②混雑空港・空域のボトルネック

交通需要の増加により特定のセクターに負荷が集中

交通需要が1.5倍となった場合セクター負荷率（2006年実績）
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○３～４本の滑走路を使用し、他滑走路に離発着する航空機の間隙を縫って離発着
○騒音軽減を図るため、出発・到着の経路については可能な限り陸域を避けて設定
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４．目指すべき目標 (2)航空交通量の増大への対応 ③上空通過機の大幅な増加

【洋上空域において希望高度を航行した航空機数の推移】
上空通過機を含めた国際航空交通は大幅な増加
が見込まれている

国際航空交通の増加への対応
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0%

※　新１号機による衛星通信ｻｰﾋﾞｽ開始（H18年７月）により、縦間隔を15分（120海里）から50海里に短縮

出典：航空局資料

デ タリンクの利用等により洋上の管制間隔を短縮し 容データリンクの利用等により洋上の管制間隔を短縮し、容
量拡大を図っているが、洋上空域における希望高度取得
率は微増に留まっている。隣接する管制機関のシステム
整備の遅れ、隣接する空域を含めた短縮管制間隔が適
用されていないこと等が原因。

洋上の容量拡大、国際ＡＴＭ等の対応が必要

【ＩＡＴＡ需要予測より】

出典
実績：IATA Transport Statics 52nd Edition(2008年6月発表)
予測：IATA Passenger Forecast 2008-2012(2008年10月発表)
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４．目指すべき目標 (2)航空交通量の増大への対応 ④数値目標と指標例

数値目標

管制の処理容量を２倍
（※）空港施設等のインフラ整備・環境対策と併せて行うことが必要

数値目標

（※）空港施設等のインフラ整備 環境対策と併せて行うことが必要

【考え方】

全体として１．５倍の増加が見込まれている航空交通量に対応するためには、特に、混雑空域におけるボトルネックの解
消が重要。従って、混雑空域のピーク時間帯において、現在の概ね２倍の交通量に対応できる管制の処理能力の向上が
必要。

【指標例】
① 雑空 ピ 時 帯 単 時 数①混雑空域のピーク時間帯における単位時間当たりの取扱機数
→ 混雑空域とピーク時間帯を特定し、単位時間当たりに一定の遅延以下で取扱った機数を2倍とすることを目指す。

②我が国における飛行回数（国際線、国内線、上空通過機の合計）
実績値 ドを す→  実績値のトレンドを示す。

③平均ＡＴＦＭ遅延
→  取り扱い機が増加する中で、平均ATFM遅延の短縮を目指す。

④充足率（ＡＴＦＭ遅延なしの便数の割合）
→ 上記に関連、定時性が確保されていることを示す。

容 が交 を 容 きな 合 が 生す 容 指標 扱機数（※）容量が交通量を受容できない場合にＡＴＦＭ遅延が発生することから、容量の指標として、取扱機数とＡＴＦＭ遅延の
双方を総合的に分析することが必要。（ＡＴＦＭ遅延の定義については要検討）。

また、容量そのものを直接的に数値化する方法を要検討。



P29
４．(2)航空交通量の増大への対応 ④数値目標と指標例 （参考）

 交通量と平均遅延の年推移（全体）
150

万

10

交通量

 

25
全体

悪天候時

ATFM遅延の比較（全体と悪天候時）交通量と平均ATFM遅延の推移

（分）

130

140

） 8

9

分
）

交通量

平均遅延

10

15

20

25

エンルート新千歳

全体

（分）

120

130

交
通

量
（
機

）

7

8

平
均

遅
延

（
分

0

5

100

110

5

6
ターミナル羽田

2004年 2005年 2006年 2007年

年
交通量

［A］（機）
前年比
（％）

遅延機数
［B］（機）

遅延なし機数
［C］（機）

総遅延
［D］（分）

前年比
（％）

平均遅延①
［D/A］（分）

平均遅延②
［D/B］（分）

充足率
［C/A］（％）

2004 1,231,041 － 15,740 1,215,301 134,894 － 0.11 8.57 98.7 

2005 1,275,588 3.6 17,810 1,257,778 157,854 17.0 0.12 8.86 98.6 

2006 1,315,360 3.1 24,358 1,291,002 207,142 31.2 0.16 8.50 98.1 

2007 1,341,180 2.0 23,037 1,318,143 196,387 △5.2 0.15 8.52 98.3 

※交通量（IFR飛行計画数）、ATFM遅延（交通流制御による遅延）に関する分析例
出典：H20 航空局調査資料より



P30
４．目指すべき目標 (3)利便性の向上 ①より高い利便性を

定時性・速達性・就航率

定時性や就航率など、諸外国に比べ高い利便性を確保しているが、他の
交通機関との競争を踏まえ、より高い利便性が求められる。

2003 4 1 2005 4 1 2009 4 1

ブロックタイム（平均運航時間）の推移

定時性 速達性 就航率

100%

98.8%
98.7%

98.5%
98.6%

99.0%

98.5%

98%

99%

100%

着
率

2003.4.1 2005.4.1 2009.4.1

羽田～新千歳 1:30 1:30 1:33

羽田～大阪 1:00 1:01 1:05

羽田～福岡 1:42 1:42 1:4597 8% 97 8%
98.0% 98.0%

98.1%
98.3% 98.2%

98.1% 98.1% 98.1% 98.2%

98.5%
98.6%

98.7%
98.6%

98.9% 99.0% 99.0%
99.0%

99.2%
99.1%

98.9%
98.9% 98.8% 98.8%

98%

99%

100%

び
高

カ
テ

空
港

の
総

就
航

率
（
％

）

総空港就航率 高カテゴリー空港の総就航率※１

総空港就航率（過去５ヶ年平均） 高カテゴリー空港の総就航率（過去５ヶ年平均）

95%

96%

97%定
時

到
着 羽田 福岡 1:42 1:42 1:45

航空局調査による

交通量の増加に伴い、若干ではあるが、平均運航
時間が増えている

97.8% 97.8% 97.8%

97.6%

97.8%

96%

97%

98%

国
内

線
の

総
空

港
就

航
率

及
び

定時到着率

就航率の推移

95%

H14 H15 H16 H17 H18 H19（年度）

新幹線の平均遅延時間：0.3分

我が国 航空交通 特徴 ある高 利便性をさらに向上

96%

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19（年度）

※１　高カテ実施空港には、関西（Ⅱ、H6・H19）、釧路（Ⅲ、H7）、熊本（Ⅲ、H7）、成田（Ⅲ、H8）、羽田（Ⅱ、H9）、中部（Ⅱ、H17）、青森（Ⅲ、H19)が含

まれる。なお、関西・中部については開港以降（関空H6、中部H17)のデータを使用。

定時性 就航率 速達性＋ ＋

我が国の航空交通の特徴である高い利便性をさらに向上

着陸やり直し

交通モード利用分担率
（出典：JR東日本）



P31
４．目指すべき目標 (3)利便性の向上 ②数値目標と指標例

数値目標

航空交通システムのサービスレベル（定時性、就航率、速達性）を１０％向上

数値目標

【考え方】
増大する交通量に対応しつつ、定時性、就航率、速達性といった航空交通システムのサービスレベルを１０％向上する。

【指標例】
（１）定時性

① 全発着便に対する１５分以上の出発・到着遅延便の割合
（※）遅延の原因分析が必要。（ ）遅延 原因分析 必要。

② 全発着便に対する平均出発・到着遅延時間
（※）国際比較の観点から、15分以内を定時とするが、我が国ではより高い定時性が求められていることから、平均遅延

時間も分析することが必要。

（２）就航率
③全発着便に対する自空港気象の影響（台風等を除く）による欠航便の割合

（３）速達性
④主要路線におけるGate to Gateでの運航時間（地上走行時間・飛行時間等）
（※）定時性と速達性は相関関係にあることから、総合的に分析することが必要。

→ ①、②、③、④のそれぞれを向上させ、それらの平均をサービスレベルの向上を測る指標とし、１０％の向上を目指す。



P32
４．目指すべき目標 (3)利便性の向上 ②数値目標と指標例（参考）

定時性

出発定時性 到着定時性

※ブロックアウト時刻、ブロックイン時刻に関する分析例

 出発定時性

90

100

9

10

定時出発率（スケジュール比） 定時出発率（飛行計画比）

平均遅延（スケジュール比） 平均遅延（飛行計画比）

到着定時性

90

100

9

10

定時到着率（スケジュール比） 定時到着率（飛行計画比）

平均遅延（スケジュール比） 平均遅延（飛行計画比）

60

70

80

90

率
（
％

）

6

7

8

9

間
（
分

）

60

70

80

90

率
（
％

）

6

7

8

9

時
間

（
分

）

30

40

50

定
時

出
発

率

3

4

5

平
均

遅
延

時
間

20

30

40

50

定
時

到
着

率

2

3

4

5

平
均

遅
延

時

0

10

20

羽田 成田 新千歳 福岡 平均

0

1

2

0

10

20

羽田
↓

羽田
↓

新千歳
↓

福岡
↓

平均

0

1

2

羽田 成田 新千歳 福岡 平均 ↓
新千歳

↓
福岡

↓
羽田

↓
羽田

出典：H20 航空局調査資料より



P33
４．目指すべき目標 (4)運航の効率性向上 ①運航コスト低減につながる施策

出発・空中待機の減少

混雑セクター
②

④

近接セクター

近接セクター
交通流の予測・制御

精度の向上

【本邦航空会社の費用構造】

その他営業費

整備費, 7%

航空燃料費,
20%

【本邦航空会社の費用構造】

その他営業費

整備費, 7%

航空燃料費,
20%

①
③⑤

混雑セクターで整然と 並ぶ

よう 入域する前段階での順

航空会社の費用のうち、燃料費
が相当部分を占める

用, 39%

航空機燃料税,
3%

空港使用料,

人件費, 17%

減価償却費

用, 39%

航空機燃料税,
3%

空港使用料,

人件費, 17%

減価償却費

ＡＴＭの高度化による出発・空中待機の減少

よう、入域する前段階での順
位・間隔調整

8%減価償却費,
6%

8%減価償却費,
6%

経路短縮

例：関西国際空港におけるＲＮＡＶ経路
の導入による到着経路の短縮

VOR/DME 測位・計算VOR/DME

受動的な飛行 自律的な飛行

技術革新

＜従来の航法＞ ＜ＲＮＡＶ（広域航法）＞

VOR/DME、ＧＰＳ等

技術革新

ＲＮＡＶロードマップ：

平成２３年度までに国内主要７５路線にＲＮＡＶ経路を設定し、
総飛行経路長を２％削減する。

経路短縮による燃料消費量削減効果：
年間約６３００万リットル（約22億円）（注）

注）米国エネルギー庁公表（シンガポールケロシン市場価格）の2009年１月～５月の間の平均価格
（58.19ドル/バレル）及び6月16日時点の為替レート（96円/ドル）に基づいて算出



P34
４．目指すべき目標 (4) 運航の効率性向上 ②数値目標と指標例

数値目標

航空交通システムの高度化により、1フライトあたりの燃料消費量を１０％削減

数値目標

【考え方】

気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）やＳＥＳＡＲを参考に目標設定をし、航空交通システムの高度化による大圏距離
あたり（単位路線あたり＝１フライトあたり）の燃料消費量を１０％削減。今後の国際的な議論や技術の進歩等によって変
更の可能性あり。更の可能性あり。

【指標例】
①飛行経路の延伸率

（※）出発空港から到着空港までの大圏距離と実飛行距離及び飛行計画距離と実飛行距離の割合。（※）出発空港から到着空港までの大圏距離と実飛行距離及び飛行計画距離と実飛行距離の割合。

②希望高度取得率
（※）希望高度と実飛行高度の比較方法については要検討。

③運航効率のよい到着方式等の実施割合

④平均地上走行時間

→ ①、②、③、④の指標と消費燃料の削減量との関係について、今後、研究機関において検討し、①～④の改善によ
る削減量の総和として１０％削減を目指す。

【参考値として】【参考値として】
⑤航空機型式別の飛行距離あたりの燃料消費量
（※）航空機の型式別に見ることで、燃費のいい航空機 への更新による消費燃料削減分の区別が可能。

しかし、航空保安業務の効率化以外を要因とした消費燃料削減分も含まれることから参考値とする。



P35
４．目指すべき目標 (4) 運航の効率性向上 ②数値目標と指標例（参考）

飛行経路の延伸率

 飛行経路の延伸距離と延伸率（全区間）

延
伸

距
離

（
N

M
）

延
伸

率
（
％

）

延伸距離（羽田出発） 延伸距離（羽田到着）

延伸率（羽田出発） 延伸率（羽田到着）

 
飛行経路の延伸距離と延伸率（エンルート区間）

伸
距

離
（
N

M
）

伸
率

（
％

）

延伸距離（羽田出発） 延伸距離（羽田到着）

飛行経路の延伸率 ※大圏距離と実飛行距離に関する分析例
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新千歳 大阪 関西 福岡 那覇 全平均
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30

新 歳 大 関 福 覇 全 均

0

5
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15

新千歳 大阪 関 福岡 那覇 均
新千歳 大阪 関西 福岡 那覇 全平均

37

 

35

37

33

35

緯
度

（
度

）

29

31

33

緯
度

（度
）

31

33

129 131 133 135 137 139 141

経度（度）

福岡－羽田

25

27

126 128 130 132 134 136 138 140

経度（度）

那覇－羽田

出典：H20 航空局調査資料より



P36
４．目指すべき目標 (5)航空保安業務の効率性向上 ①これまでの取り組み

業務の拠点官署への統合 業務の効率化

行政リソースが限られている中、航空交通の増加や多様化する
ニーズに対応するため、業務の効率化が求められる。

200 10,000

業務の拠点官署への統合 業務の効率化

106 108 111
115 118

128 129
137 137

143

158
153

146

場
合

の
管

制
官

等
行

回
数

6,000

7,000

8,000

9,000

（
人

）

管制官等数

H6を基準（100）とする場合

飛行援助センター（新千歳、仙台、東
京、中部、大阪、福岡、鹿児島、那覇）

飛行援助センター

ブロック管理官署（新千歳、羽田、大阪、
福岡、那覇）

4,253 4,315 4,384 4,424 4,404 4,382 4,386 4,360 4,333 4,323 4,273 4,346 4,287 4,207

100
106

100

H
6
を

基
準

（
1
0
0
）
と

す
る

場
一

人
当

た
り

の
飛

行

2,000

3,000

4,000

5,000

管
制

官
等

数
（

・管制通信業務及び管制情報業務の

一体化に合わせ、H13～16年度に、

全国８飛行援助センターに統合

・航空灯火・電気施設の管理業務
をＨ１７～１９年度に５拠点空港
に統合

・要員の再配置・業務の再構築を
実施

0
H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 （年度）

0

1,000

※１　管制官等とは、航空管制官、航空管制運航情報官、航空管制技術官の合計

管制官等一人当たりの航空機飛行回数の推移

H16年度より24時間運

保守業務の民間委託 管制業務体制

2000航空保安 係る整備費・H16年度より24時間運
用官署に新勤務体制を
導入することにより、交
通量等に応じた合理的
な要員配置を実施

199

181
189

214

197
194

151

136
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162

150

180

210

240

0
）と

す
る

場
合

の

の
飛

行
回

数
※

２

1200

1600

2000

算
額

（
億

円
）

航空保安システムに係る整備費

H6を基準(100)とする単位整備費当たりの飛行回数

・航空保安無線施設等の保守業
務は、H11年度より、国の適切な

Ｈ１１～１３年度 対空通信施設、ＮＤＢを対象
Ｈ１３年度～ ＩＬＳ、ＶＯＲ／ＤＭＥ、レーダーを
対象

・H20年度以降、新管制
卓を導入し、サービスを
低下させることなく管制
業務の効率化を図るこ

719

881 867 838

722
646 628

490 508
467

548
594

695

556

119

99

9288

100

30

60

90

120

H
6
年

度
を

基
準

（
1
0
0

単
位

整
備

費
当

り
の

400

800

整
備

費
の

予
算

指示監督の下、委託対象施設の
拡大による民間委託を推進

業務の効率化を図るこ
とにより、要員を合理化

0

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 （年度）

0

※１　航空保安システムに係る整備費には、航空路整備事業費、空港整備事業費のうち無線工事及び照明工事分が
　　　含まれる。
※２　使用した飛行回数には、国際・国内線飛行回数が含まれ、上空通過機数は含まれていない。

単位整備費当たりの飛行回数の推移



P37
４．目指すべき目標 (5)航空保安業務の効率性向上 ②一層の業務の効率化

層 の 業 務 の 効 率 化

【システム運用管理センター】 （平成２０～２３年度整備）

ブロック拠点として８空港へ整備
航空保安無線施設等の保守

航空管制技術業務の効率化航空管制技術業務の効率化

一 層 の 業 務 の 効 率 化

平成２０年度 ：大阪・福岡
平成２１年度 ：新千歳・東京
平成２２年度 ：鹿児島・那覇
平成２３年度 ：仙台・中部

航空保安無線施設等の保守

○機器の信頼性が向上

○保守情報処理システム導入・機器の自動計測化
による保守の効率化

さ
ら
な
る
業

務
の
効
率
化

○保守業務民間委託による効率化 高機能化を図った運用・信頼性管理システ
ムの導入による広域管理体制への移行

○航空管制技術業務効率化の推進
○民間委託の拡大

新技術への対応

航空保安無線施設は新技術＊への移行期であり 導

機器の信頼性向上 保守業務の効率化

【技術管理センター（仮称）】 （平成２３年度組織発足）

○一貫したライフサイクル管理体制の充実
○技術管理支援体制の構築

○導入評価を踏まえ、航空保安無線施
設等の調達仕様の作成並びに円滑な
導入サポート

○航空保安業務の品質の維持

航空保安無線施設は新技術 への移行期であり、導
入にあたってはその評価を適切に実施しなければな
らない。

＊ADS-B、新型レーダー（モードS)、データリンク、 衛星航法シ
ステムなど

新
技
術
へ
の
円

滑
な
移
行

○航空保安業務の品質の維持ステムなど

航空保安無線施設の段階的縮退

NDB
（無指向性無線標識施設）

VOR
（全方向式無線標識）

一次監視
レーダー

☆さらなる業務の集約化、民間活力活用 ☆需要やニーズに応じたメリハリ



P38
４．目指すべき目標 (5)航空保安業務の効率性向上 ③数値目標と指標例

数値目標

◆ 航空保安業務の効率性を５０％以上向上

数値目標

【考え方】

限りあるリソースの中、安全性、サービスレベルの向上を図りつつ、１．５倍に増加する航空交通量に対応するため
は 航空保安業務 効率性を 上向上する必 があるには、航空保安業務の効率性を５０％以上向上する必要がある。

【指標例】
① 管制官等一人あたりの飛行回数

② 単位整備費あたりの飛行回数
（※）整備費については、詳細な分類が必要となり、また、年度により起伏が想定されることから、総合的に分析す

る必要がある。

→ ①、②の５０％以上向上を目指す。



P39
４．目指すべき目標 (6)環境への配慮 ①航空分野における環境対策-

日本国内における航空分野のCO2排出動向 ＲＮＡＶの導入

アメリカ

20.3%
その他

33.4%
VOR/DME 測位・計算VOR/DME

受動的な飛行 自律的な飛行

技術革新

＜従来の航法＞ ＜ＲＮＡＶ（広域航法）＞

中国

20.2%

ロシア

5 7%

ＥＵ

11.6%
インド

4.5%

日本

4.3%

世界全体のＣＯ２排出量

２８０億トン 航空分野からのCO2
排出量は、我が国全体
の排出量の１％未満

我が国からの
CO2排出量は世
界全体の排出量
の約４％

VOR/DME、ＧＰＳ等

技術革新

・飛行経路の短縮により燃料消費・ＣＯ２排出量を削減
・柔軟な飛行経路の設定が可能となることにより騒音対策に寄与

航空

4.4%
鉄道

3.0%

船舶

5.1%

（約1,118万ﾄﾝ国別排出量（２００６年）

5.7%

消費燃料削減量（年間） 約６３００万リットル

CO２ 削減量（年間） 約１５５０００トン

【参考：燃料消費・ＣＯ２排出量削減効果の試算】

ＣＤＡ方式の導入

※平成２３年度までに国内主要７５路線にＲＮＡＶ経路の設定を完了した場合を想定

自動車

87.5%

19%81%

運輸部門他部門

（約10.9億 ﾄﾝ） （約2.5億ﾄﾝ）

CDA方式：
エンジン推力を下げ
たまま継続的に降

ＣＤＡ方式の導入

エネルギ 消費原単位
0.06100.0620

我が国全体の CO2 排出量（２００６年） 運輸部門からの CO2 排出量（２００６年）

着陸滑走路

一般的な到着方式：

エンジン推力を水平飛
行時に上げる

下する

京都議定書目標達成計画における国内航空の目標

エネルギー消費原単位

0.0567

0.0576

0.0567

0.0536
0.0530

0 0525

0.0535

0 0525 0 0526

0.0539

0.0540

0.0560

0.0580

0.0600

燃
料
消
費
リ

ッ
ト
ル
／

2010年度のエネルギー消費
原単位を1995年度比で15%
削減すること

消費燃料削減量（年間） 約４７万リットル
【参考：燃料消費・ＣＯ２排出量削減効果の試算（当面の５機分）】

・降下飛行フェーズにおいて水平飛行を行うことなく降下すること
により、燃料消費・ＣＯ２排出量を削減

・エンジン推力を必要最小限に抑えることにより騒音対策に寄与

0.0525 0.0525 0.0526
0.05210.0523 0.0519

0.0480

0.0500

0.0520

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
年度

／
人
キ
ロ 目標値

※ ２００９年３月の関西国際空港での飛行実績を基に、B７６７型機で１日５回のCDA方式が実施され
た場合を想定。
２００９年３月２９日から始まった夏ダイヤでは、対象時間帯で本邦航空機は１日平均５機の実績。
（ B７６７型機が１回のCDA方式の実施により削減可能な燃料は約４６０ポンドとして算出）

消費燃料削減量（年間） 約４７万リットル
CO２ 削減量（年間） 約１，１６０トン



P40
４．目指すべき目標 (6) 環境への配慮 ②数値目標と指標例

数値目標

航空交通システムの高度化により、1フライトあたりのＣＯ２排出量を１０％削減

数値目標

【考え方】

気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）やＳＥＳＡＲを参考に目標設定し 航空交通システムの高度化による大圏距離気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）やＳＥＳＡＲを参考に目標設定し、航空交通システムの高度化による大圏距離
あたり（単位路線あたり＝１フライトあたり）のＣＯ２排出量を１０％削減。今後の国際的な議論や技術の進歩等によって
変更の可能性あり。
運航の効率化によるＣＯ２排出量の削減に加え、航空保安施設等に係る電気使用量の減少によりＣＯ２排出量を削減。

【指標例】
①運航の効率化に関する指標と同様（再掲）
（※）運航の効率化と同様に 各指標とＣＯ２削減量の関係について 研究機関において要検討（※）運航の効率化と同様に、各指標とＣＯ２削減量の関係について、研究機関において要検討。

②航空保安施設等に係る電気使用量
（※）航空保安施設等とは、全国官署の電気使用量の総和。 電気使用量をＣＯ２排出量に換算。

→ １０％の削減を目指す。

【定性的評価】
①騒音軽減対策の実施状況①騒音軽減対策の実施状況



P41
４．目指すべき目標 (7)航空分野における我が国のプレゼンスの向上 ①現況

国際連携 国際貢献

我が国ＦＩＲでのサービス向上
・交通量の増大するアジア太平洋地
域において、安全で円滑な航空交

途上国への国際協力
（例）
【アジアにおけるRNAVの導入促進】

（例）
【洋上における管制間隔の短縮】

国際連携 国際貢献

通を実現
アジア域内 ＋５．３％

北米域内 ＋３．０％
欧州域内 ＋４．４％

ＨＦ通信（音声）

ＭＴＳＡＴ ＧＰＳ

RNAV経路

従来経路

（ＩＡＴＡ需要予測より）

・地球規模の環境問題への対応
UPR方式

現行方式
一環したRNAV

【ＵＰＲの導入】

諸外国との連携が必要

ＩＣＡＯにおける基準策定手順海外展開

航空関連製造者の海
外展開

⇒世界的な管制サー
ビスの底上げに貢献

ＩＣＡＯの会議やＲＴＣＡ
などの国際基準策定機
関における国際標準化

程 産学官 体

アジアを中心とした世
界的な管制サービス
の連続性や均質性の
確保

ビスの底上げに貢献
過程への産学官一体と
なった参加

確保

⇒同じ装備、同じ運
航手順で飛行可能

⇒航空会社の海外展
開の促進



P42
４．目指すべき目標 (7)国際プレゼンスの向上 ②数値目標と指標例

目標

◆ 将来の航空交通システムに関する国際連携・国際協力を強化

目標

【考え方】

世界的な安全で円滑な航空交通の実現に貢献し、我が国の国際的なプレゼンスの向上を図るため世界的な安全で円滑な航空交通の実現に貢献し、我が国の国際的なプレゼンスの向上を図るため
に、国際連携や国際協力を強化する必要がある。

【指標例（参考値として）】
①将来の航空交通システムに関する協力関係を結んだ国の数①将来の航空交通システムに関する協力関係を結んだ国の数
②航空交通システムに関する国際機関等で活躍する日本人の数
③我が国における国際会議等の開催件数
④国際会議等に提出したＷＰ等の件数④国際会議等 提出 等 件数
⑤外国人研修生の受け入れ人数

【定性的評価】
①アジア太平洋地地域における将来の航空交通システムの構築に関する貢献①アジア太平洋地地域における将来の航空交通システムの構築に関する貢献



P43
４．目指すべき目標 （参考）目標設定に係る欧米との比較

日本 ICAO 米国（NextGen) 欧州（SESAR)

安全性の向上

◆航空交通システムに関する安全性を５倍に向上
・事故及び重大インシデント発生件数を限りなくゼロに近
づける
・TCASのRA発生件数を減少させる。
その他
・小型機の安全対策、ヒューマンエラー対策、安全性の

安全性
・均一な安全基準の策定、リスク及び安全性管

理の実施
安全保障

・テロ、ヒューマンエラー、自然災害等の脅威に
対する防護

安全性の確保
・航空輸送を最も安全な輸送形

態に維持する。
・米国及び世界の航空輸送の

安全性を高める。
セキュリティの確保

・安全性を2020年までに3倍、
将来的には10倍に高める。

・セキュリティ対策にも取り
組む。

機 安 対策、 ラ 対策、安 性
国際比較 ・さまざまな脅威に対処。

航空交通量の
増大への対応

◆管制の処理容量を２倍に増大
・飛行回数の実績（１．５倍を想定）
・混雑空域の処理容量を２倍とする
・平均ATFM遅延の短縮
充足率（A 遅延なしの便数）の向上

容量
・制限の最小化、需要への対応のための容量

拡大
アクセスと公平性

全ての利用者が公平に利用可能な運用環

・将来の交通量の増大（現状の３
倍）と運用の多様化に対応する。

・乗換え時間30%減。
・悪天候等のイレギュラーの影響

を最小にする （定時運航率

・航空交通容量を2020年ま
でに73%増、将来的には3
倍とする。

・遅延を減少させる。
・充足率（ATFM遅延なしの便数）の向上 ・全ての利用者が公平に利用可能な運用環

境
柔軟性

・飛行軌道の動的な変更等に対する利用者の
対応能力

予測性
・一貫した かつ信頼性のある性能レベルを

を最小にする。（定時運航率
95%を目指す）。

利便性の向上

◆航空交通システムのサービスレベル（定時性、就航率、
速達性）を１０％向上

・定時性・就航率の向上
・速達性の向上 ・一貫した、かつ信頼性のある性能レベルを

提供する能力

速達性の向上

運航の効率性向上

◆燃料消費量を１０％削減
・飛行経路の延伸率の低減
・希望高度取得率の向上
・運航効率のよい到着方式の導入

効率
・運航上と経済上の費用対効果、利用者要望

の最適な4次元軌道

航空保安業務を含む運航コスト
を削減する。

・平均地上走行時間の短縮

航空保安業務
の効率性向上

◆航空保安業務の効率性を５０％以上向上
・管制官等一人あたりの飛行回数の増大
・単位整備費あたり飛行回数の増大

費用対効果
・関係者の利益バランス、利用者コストの考慮

航空保安サービス提供コス
トを2020年までに半減する。

◆CO2排出量を１０％削減 環境 ・騒音・排気ガス・燃料消費を削 環境への影響に最大限配
環境への配慮 ・運航の効率化に伴うCO2の削減

・航空保安業務の使用電気量の削減（CO2換算）
・騒音、排出ガス等の環境問題の考慮 減する。 慮し、将来的に（CO2排出量

を）10%削減

航空交通分野にお
ける我が国のプレゼ

◆国大連携・国際協力の強化
・協力関係の締結国の数
・海外で活躍する日本人の数

相互運用性
・世界標準に基づく均質な交通流の促進

ATM共同体の参加
・計画 導入 運用における継続的な関係者

・航空分野における米国の優位
性を維持する。

・航空機運航コストの削減。
・旅客や荷主に対するサ ビス

・Single European Skyを実現
する。

・このためにSESARマスター
プランを策定し着実に実ける我が国のプレゼ

ンスの向上
・国際会議等の開催件数
・国際会議への提出WP数
・外国人研修生の数

・計画、導入、運用における継続的な関係者
の関わりの必要性

・旅客や荷主に対するサービス
向上。

・米国製品およびサービスの普
及のための諸政策を講じる。

プランを策定し着実に実
施する。



P44
４．目指すべき目標 （参考）欧米等の指標設定

分類 ユーロコントロール ドイツDFS FAA

着目点 指標 着目点 指標 着目点 指標

安全性 安全性の
成熟度

・一定の成熟度（70％）を満たさない航空サービスプロ
バイダー及び当局の割合

空域の
安全性

・管制間隔欠如件数／10万飛行 空域の
安全性

・管制間隔違反率（重大なもの、100万回あたり）

航空事故等 ・航空事故件数
・インシデント件数（管制間隔欠如、滑走路誤進入）

航空事故
等

・商用輸送機の致命的事故率（10万機あたり）
・GA事故件数（致命的なもの）シデ 件数（管制間隔欠如、滑走路誤進入） 等 事故件数（致命 なも ）
・アラスカ地区事故件数
・滑走路誤進入率（重大なもの、100万回あたり
・商用ロケット事故件数

その他 ・安全危機管理（施策数）
・情報セキュリティ事例件数

容量 交通量 年間交通量（機数）容量 交通量 ・年間交通量（機数）

ATFM遅延 ・平均ATFM遅延／機

空域の
容量

・最大入域機数／最大入域可能機数（1時間あ
たり）
・空域容量の飽和度

空港の
容量

・平均空港容量／日（主要35空港）
・平均空港容量／日（7大首都圏）
・年間サービス量（主要35空港容量増加率）

そ 他 管制機器 稼働率（主 空港）その他 ・管制機器の稼働率（主要35空港）

効率 時間効率 ・平均ATFM遅延／機

飛行効率 ・飛行経路の延伸距離 飛行効率 ・飛行経路の延伸率
・経路制限数

定時性 ・出発、到着遅延機の割合 定時性 ・定時到着率（主要35空港）
※定時は遅延15分未満

燃料効率 ・燃料効率（1NMあたりの削減率）

予測性 予測性 ・出発、到着時刻偏差
・地上走行時間偏差
・飛行時間偏差

費用効果 財政的
費用効果

・航空サービスプロバイダーの経費／飛行距離1km）
・航空サービスプロバイダーの経費／飛行時間

財政的
費用効果

・ATM経費（エンルート）／課金単位
・ATM経費（エンルート）／管制飛行時間

生産性 ・飛行時間／管制卓着席時間
・管制官人件費／管制卓着席時間
・支援経費／飛行時間

生産性 ・管制飛行時間／管制卓着席時間
・管制飛行時間／管制室業務時間
・処理機数／管制官数（空港）

※青字：指標として採用、緑字：分析・解説を実施、黒字：検討中

環境 ガス排出 ・ガス排出割合 燃料
ガス排出

・飛行経路延伸による消費燃料増加量
・飛行経路延伸による排出ガス増加量

騒音 ・騒音 騒音 ・騒音により影響を受ける人口 騒音 ・騒音により影響を受ける人口（削減率）


